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５ 障害者の就労支援の推進等について 

 

（１）就労系障害福祉サービスの適正かつ効果的な運営について 

① 就労移行支援について 

（ア）一般就労への移行の促進について 

就労移行支援は、就労を希望する障害者であって、通常の事業所に雇

用されることが可能と見込まれる障害者に対し、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、障害者の適性

に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な支援

を提供するものであり、障害者の一般就労への移行を実現することを趣

旨とする障害福祉サービスである。 

これまでも就労移行支援の趣旨に沿ったサービス提供を行っていない

場合には、これまでの報酬改定において、一般就労への移行後の就労定

着実績がない事業所に対する報酬の減算割合を強化するなどの対応を行

ってきた。 

また、一般就労への移行実績がない事業所や就労定着者（一般就労へ

の移行後、就労した企業等に連続して６か月以上雇用されている者）の

実績が数年間に渡ってゼロである事業所に対しては、就労移行支援の趣

旨に沿ったサービス提供が行われていないことから、都道府県等におか

れては、重点的に指導を実施するようお願いしてきた。 

第５期障害福祉計画では、就労移行支援事業等を通じて、平成 32 年度

中に一般就労に移行する者を平成 28 年度の一般就労への移行実績の 1.5

倍以上とすることを目標値として設定することを基本とすることとされ

ており、この目標値を達成するため、就労移行支援事業所のうち、就労

移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指すことと

されている。【関連資料１】 

一方、一般就労への移行率別の施設割合の推移とみると、前年度の移

行者数がゼロである事業所の割合について、都道府県毎に大きくバラツ

キがある状況であることから、各地域においてその原因等の分析を進め、

対応策を検討していく必要がある。【関連資料２】 

このため、市町村及び都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府県

の労働担当部局、教育委員会等の教育担当部局、都道府県労働局、医療

機関等の関係機関との連携体制を整備し、就労支援の関係者からなる障

害者雇用支援合同会議などを設け、障害福祉計画の目標値の達成に向け

た取組の推進等、地域一丸となって統一的に一般就労への移行や定着に

向けた施策を進めていく体制を構築するようお願いする。 

例えば、商工会議所などとも連携の上、地域の産業を把握し、障害者

が行える仕事の切り出しを整理した上で、職場開拓を行うことや、施設

外就労を活用することも有効であることから、就労移行支援事業所とも

連携して一般就労への移行等を進めていただきたい。 
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なお、大分県では、地域生活支援事業の特別推進事業として、就労継

続支援事業所等への訪問・巡回を積極的に行うとともに、企業訪問も行

い職場実習先を確保するなど、関係機関等が連携し、一般企業への就労

を促進する取組を行っているので、このような取組も参考にしつつ、地

域全体での取り組みを行っていただくようお願いする。【関連資料３】 

 

（イ）報酬改定等について 

平成 30 年４月から就労移行支援に係る基本報酬は、障害者の意向及び

適性に応じた一般就労への移行を推進するため、一般就労への移行実績

だけでなく、就労移行支援を受けた後就労しその後６か月定着した者の

割合（前年度において、就労移行支援を受けた後に就労し、就労を継続

している期間が６月に達した者の数を当該前年度の利用定員で除して得

た割合）に応じた報酬体系とし、就労移行支援の趣旨に沿ったサービス

提供が行われている事業所をより評価している。 

また、障害者基本計画（第４次）では、「就労移行支援事業所等にお

いて、一般就労をより促進するため、積極的な企業での実習や求職活動

の支援（施設外支援）等の推進を図る。また、好事例等を収集し周知す

ることで支援ノウハウの共有を図り、就労の質を向上させる。」ことと

している。 

このため、現在、国では多くの一般就労者を出し、かつ職場定着率が

高い支援を行っている事業所の支援内容や取組内容の整理し、全国の就

労移行支援事業所の取組の参考にしていただくため、「就労移行支援事

業所における効果的な支援と就労定着支援の実態及び課題に係る調査

研究」（平成 30 年度障害者総合福祉推進事業）を実施している。 

調査結果がまとまり次第、各都道府県や関係団体等に周知することと

しているので、当該調査研究の結果も参考にしながら、支援の質の向上

に取り組むとともに、一般就労に向けた取組を推進していただきたい。 

     さらに、本年度４月から新たに就労定着支援事業を創設しているとこ

ろであるが、国保連データによると、平成 30 年 10 月現在、事業所数と

しては 561 事業所、利用者数としては 3,495 人となっている。 

しかしながら、就労移行支援事業所が 3,303 事業所（平成 30 年 10 月

現在）であることも踏まえれば、全ての就労移行支援事業所において実

施できる体制が整っていないと考えられる。 

職場定着をより一層推進していくためには、一般就労の訓練の段階か

ら携わっていた職員による定着支援がより効果的であることから、制度

創設の趣旨も踏まえ、できる限り全ての就労移行支援事業所において取

り組んでいただくよう都道府県等においても働きかけていただきたい。 
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② 就労継続支援Ａ型について 

就労継続支援Ａ型事業は、通常の事業所に雇用されることが困難である

が、雇用契約に基づく就労が可能である者に対して、雇用契約の締結によ

る就労機会の提供や、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓

練、その他の必要な支援等を行うものである。 

このため、就労継続支援Ａ型事業者は、最低賃金の支払い等の労働関係

法令を遵守した上で、利用者に対し、自立した日常生活及び社会生活が送

れるように必要な支援を行うことが求められる。 

しかしながら、就労継続支援Ａ型については、 

・ 本来の利用者である障害者の利用を正当な理由なく短時間に限り、

健常者である従業員（基準省令によるところの「利用者及び従業者以

外の者」）がフルタイムで就労している事例 

・ 利用者も就労継続支援Ａ型事業の従業者も短時間の利用とすること

によって、浮いた自立支援給付費を実質的に利用者である障害者の賃

金に充当している事例 

・ 就労機会の提供に際し収益の上がらない仕事しか提供しない事例 

など、本来の就労継続支援Ａ型事業の趣旨に反するだけでなく、自立支援

給付費を給付する趣旨からも不適切である事例が近年報告されていたこ

とから、これまでも報酬改定等において、事業運営の適正化を図ってきた

ところである。 

さらに、平成 29 年 4 月にはこれに加え、指定基準等の改正により、 

・ 障害福祉計画上の必要サービス量を確保できている場合、指定権者は

新たな指定をしないことを可能にする（いわゆる「総量規制の導入」） 

・ 利用者本人の希望を踏まえた個別支援計画の作成 

・ 生産活動にかかる収入から経費を除いた額が、利用者の賃金総額を

上回っていなければならない 

等の対応を図ったところであり、これらの経緯を踏まえ、以下の取組をお

願いする。 

 

   （参考：これまでの就労継続支援Ａ型に関する報酬・基準の見直し） 

時期 対応内容 

平成 24 年 10 月 利用者のうち短時間利用者の占める割合が多い場

合の減算（90％、75％）措置の創設（平成 24 年度報

酬改定） 

平成 27 年９月 指定就労継続支援Ａ型における適正な事業運営に

向けた指導について（課長通知） 

①暫定支給決定の適正な運用の依頼 

②不適切な事業運営の事例を示すとともに、指導ポイ

ントの明示 

（不適切な事例） 
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・収益の上がらない仕事しか提供せず、生産活動によ

る収益だけでは最低賃金を支払うことが困難 

・全ての利用者の労働時間を一律に短時間 

・一定期間経過後に事業所を退所させている 

平成 27 年 10 月 短時間利用減算の仕組みを利用者割合から平均利

用時間に見直すとともに、減算割合（90％～30％）を

強化（平成 27 年度報酬改定） 

平成 28 年３月 就労移行支援及び就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）にお

ける適切なサービス提供の推進について（課長通知） 

① 暫定支給決定を要しない場合の基準を明確化及

び市町村間で差が出ないよう都道府県の関与の依

頼 

② 不適切な事例に対し再度、指導後の改善見込みが

ない場合の勧告、命令等の措置を講ずることを依頼 

平成 29 年４月 指定基準について、就労の質を向上させるため、以

下について新たに規定 

① 生産活動に係る事業の収入から必要経費を控除

した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総

額以上となるようにしなければならない 

② 賃金を自立支援給付から支払うことを原則禁止

（ただし、経営改善計画書を提出している場合はこ

の限りではない。） 

③ 利用者が長く働きたいと希望する場合には、継続

的アセスメントを踏まえて、その希望を踏まえた就

労の機会の提供をしなければならない 

また、障害者総合支援法施行規則を改正し、障害

者を含む幅広い関係者の意見を反映し策定される

障害福祉計画上の必要サービス量が確保できてい

る場合、自治体は新たに就労継続支援Ａ型事業所の

指定をしないことを可能した。 

 

（ア）就労継続支援Ａ型の新規指定時の取扱いについて 

就労継続支援Ａ型の事業所数については、近年の大きな伸びと比して、

直近の伸びは鈍化しているものの、数次にわたる事業運営の適正化等の

中にあって、依然として増加している状況にある。【関連資料４】 

このため、新規指定時には、改めて、就労の機会の提供にあたって収

益の上がる仕事の提供が想定されているか、自立支援給付費等を充てな

くとも生産活動収入から最低賃金が支払える事業計画となっているか

を必ず確認した上で、指定の可否を判断すること。 

なお、当然のことながら、事業計画に沿った事業運営が可能なのかど

うかについては、書類上の審査だけでなく、事業計画上に記載されてい

る収入を確保するために、どのような販路があり、どのように売り上げ
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を確保するのか、競合他社と比べてどのようなことが優位な点となるの

かなども含めて挙証資料の提出と併せてヒアリングを通じてしっかり

と確認すること。 

また、障害保健福祉担当部局のみで指定の可否を判断できない場合に

は、必要に応じて産業施策担当部局等経営判断に知見有する部局の協力

を仰ぐなど、組織内での横断的な連携体制の構築を図ること。 

加えて、都道府県等だけでは指定の可否を判断できない場合には、自

立支援協議会その他都道府県等が必要と認めた者の意見を聴取の上、判

断すること。 

さらに、新規指定後半年程度を目途に実地指導を実施し、生産活動等

が事業計画に沿った最低賃金を支払うことのできる内容になっている

のか等を確認することとし、指定基準に違反する事項がある場合には、

文書指導、勧告等の必要な措置を講ずるようお願いしたい。 

ただし、事業開始時には減価償却費が高額な場合等もあることから、

都道府県等が、今後明らかに収益改善が見込まれると認める場合には、

経営改善計画書を提出させ、経営改善に向けた指導と厚生労働省の予算

事業を活用した必要な経営改善に資する支援も行っていただくようお

願いする。 

 

（イ）就労継続支援Ａ型の経営改善等について 

生産活動収支から利用者賃金が支払われていない場合には、経営改善

計画書を作成し、提出を求めることとしている。 

経営改善計画書については、平成 29 年３月の通知において、更に１

年間の経営改善計画書を作成することを認める場合には、一定の要件を

満たす場合に再計画の提出も認める取扱いとしていたが、平成 30 年度

から就労継続支援Ａ型の報酬体系が改定されることも踏まえ、 

・ 生産活動に係る事業の収入額が利用者に支払う賃金総額以上であ

る場合 

・ 提出済みの経営改善計画に基づく改善の取り組みについて、具体

的に実施しており、今後経営改善の見込みがあると指定権者が認め

た場合 

には、当面の間、広く再計画の提出を認めることとした。【関連資料５】 

経営改善計画書を提出させる取扱いは、事業所を廃止させることが目

的ではなく、あくまで健全な運営となるよう努力を促すことにあること

に改めて留意し、指定権者としても、工賃向上計画支援等事業も活用し

つつ、指導と支援という観点での取り組みをお願いする。 

なお、経営改善状況等の把握、判断においては、指定の可否の判断に

おける対応と同様に、必要に応じて産業施策担当部局等経営判断に知見

有する部局から助言を得るなど、組織内での横断的な連携を図ること。 

また、各事業所の経営改善の取組を支援する機関のひとつとして、中
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小企業、小規模事業者から経営上のあらゆる相談に無料でお応えする

「よろず支援拠点」が全国に設置されており、よろず支援拠点の中には、

就労継続支援Ａ型・Ｂ型も含めて経営改善事例を作り上げたいと協力的

である拠点もあることから、事業所の方々にも「よろず支援拠点」のよ

うな支援機関の活用も検討していただくよう都道府県等から依頼して

いただきたい。 

（参考ＵＲＬ：よろず支援拠点） 

https://yorozu.smrj.go.jp/base/ 

国においても、就労継続支援Ａ型事業所が健全な運営となるように、

以下の調査研究を実施しているため、各都道府県等にはこれらの調査研

究について広く就労継続支援Ａ型事業所にも周知していただきたい。 

また、平成 31 年度の工賃向上計画支援等事業については、全都道府

県において就労継続支援Ａ型事業所の経営改善支援が実施可能となる

ように予算を確保したので、当該補助事業を活用した支援についても検

討いただきたい。 

○ 就労継続支援Ａ型・Ｂ型の賃金・工賃の向上に関するモデル事例収

集と成功要因の分析にかかる調査研究（平成 29 年度障害者総合福祉

推進事業） 

就労継続支援Ａ型については、平成 26 年度には生産活動収支から

利用賃金の支払いができていなかったが、平成 28 年度には生産活動

収支から利用者賃金の支払いができるようになった事例を主に掲載

している。 

 （調査結果） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000307924.pdf 

○ 就労継続支援Ａ型事業所の経営改善に関する調査研究（平成 30 年

度障害者総合福祉推進事業） 

主に平成 29 年度に経営改善計画書を提出した就労継続支援Ａ型事

業所のうち、平成 29 年度中に生産活動収支から賃金を支払えるよう

になった事例を経営改善のポイント等も含めて整理し、周知すること

としている。整理でき次第、各都道府県、関係団体等に周知するので

当該調査研究も参考に経営改善や経営改善支援に取り組んでいただ

きたい。 

 

（ウ）報酬改定等について 

平成 30 年４月から就労継続支援Ａ型に係る報酬については、賃金向

上や就労の質の向上を図るため、 

・ 労働時間が長いほど、利用者の賃金の増加につながることや、支 

援コストがかかることから、平均労働時間に応じた７段階の基本報

酬を設定 

・ 販路の拡大、付加価値のある商品開発等を行う賃金向上のための
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指導員を配置し、利用者のキャリアアップの仕組みを設けた場合に、

報酬を加算 

・ 就労継続支援Ａ型事業による支援を経て一般企業への移行者を出

した場合の加算の強化 

等の対応を行った。 

このような改定を行った中で、直近（平成 29 年度）における就労継

続支援Ａ型事業所利用者の全国平均の賃金月額は 74,085 円、対前年比

3,365 円（4.8％増）となっている。 

平成 18 年度の制度創設以降、精神障害のある方の利用者数が増え続

ける一方、精神障害のある方は週 20 時間以上 30 時間未満の働き方が多

い傾向にあったため、平均賃金月額が減少傾向にあったが、近年は増加

傾向にある。【関連資料６】 

今年度から就労継続支援Ａ型に対し、都道府県が経営改善に係る支援

を行う場合は、工賃向上計画支援等事業の基本事業の補助対象とすると

ともに、工賃向上計画支援等事業の農福連携による障害者の就農促進プ

ロジェクトにおいて就労継続支援Ａ型事業所も補助対象としている。 

来年度からは、就労継続支援Ａ型に対する経営改善に係る支援につい

て全都道府県で実施していただくよう必要な予算を確保しているので、

就労継続支援Ａ型に対する経営改善のための支援について検討いただ

きたい。 

各都道府県におかれては、指定都市や中核市とも連携しつつ、指定都

市や中核市に所在する事業所も含めて、これらの予算事業を活用し、賃

金の向上のための経営改善等の支援を行うようお願いする。 

 

（エ）事業廃止に伴う利用者の再就職先の確保について 

一昨年から昨年にかけて、一部の地域における就労継続支援Ａ型事業

所を運営する法人において、事業による収益を社会福祉事業とは言えな

い投機的な事業に充てた結果、法人全体の経営が悪化し、廃業に至るな

ど、障害者が大量に解雇される事案が発生した。 

就労継続支援Ａ型事業所が廃止される場合には、まず利用者の再就職

先等を確保することが最優先事項であり、障害者総合支援法に基づき、

まずは廃止する事業者の責任において、利用者の再就職先等の調整を行

うこととなるが、各自治体においても、他の就労継続支援Ａ型事業所等

への再就職先等の確保に向けて、相談支援事業所、ハローワークや労働

局などの関係機関とも協力しながら、就職面接会を開催するなど、再就

職を希望する方をしっかりと支援していただくようお願いする。 

また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行規則の一部改正を行い、障害福祉サービスの事業等を廃止する場合

の届出事項を次のとおり明確化したので、各都道府県等におかれては、

指定事業者に徹底していただくようお願いする。【関連資料７】 
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・ 現に指定障害福祉サービス等を受けている者に対する措置 

・ 現に指定障害福祉サービス等を受けている者の氏名等及び引き続

きサービスの提供を希望する旨の申出の有無 

・ 引き続きサービスの提供を希望する者に対し、必要なサービス等

を提供する他の事業者名 

 

（オ）特定求職者雇用開発助成金の取扱いについて 

就労継続支援Ａ型事業所に対する特定求職者雇用開発助成金（以下

「特開金」という。）の取扱いについては、就労継続支援Ａ型事業所に

よる障害者の雇入れが特開金の趣旨に合致するものであるか否かによ

って個別に判断することを原則としつつも、暫定支給決定（障害者本人

にとって当該事業の利用が適切か否かの客観的な判断を行うための期

間を設定した支給決定をいう。以下同じ。）を経た障害者を雇い入れる

場合は、支給対象外としてきたところである。 

平成 28 年度に、市町村における暫定支給決定に係る実務に混乱が生

じているものとして、「地方分権改革に関する提案募集の実施方針」（平

成 26 年４月 30 日地方分権改革推進本部決定）に基づく「地方分権改革

に関する提案募集」（平成 28 年）において、一部の市町村等より、暫定

支給決定の基準の明確化とあわせて、特開金の支給基準の見直しを求め

る提案があったところであり、平成 28 年 12 月に 

○ 就労継続支援Ａ型事業所に係る暫定支給決定の対象となった障害

者のうち、雇入れ当初に締結した雇用契約において、「継続して雇用

することが確実」であることが明確である者に限り、特開金の支給対

象とする 

○ 平成 27 年 10 月から全ての事業所について、過去に特開金を利用し

て雇い入れた者の離職率が 50％を超える場合には不支給とする離職

割合要件を設定しているが、就労継続支援Ａ型事業所についてはその

割合を 25％とする 

という見直しが行われることが、各都道府県労働局に通知され、平成

29 年５月１日以降に雇用される者については、暫定支給決定が行われ

た利用者であっても、上記要件を満たしていれば当該助成金の対象とな

った。 

なお、就労継続支援Ａ型事業所の利用にあたり、原則として暫定支給

決定を行うことについては、適正なサービスを支給決定する観点から必

要なことであることから、引き続き、管内市町村及び事業所等に対し周

知徹底をお願いしたい。 

 また、平成 29 年７月 14 日職発 0714 第５号「雇用安定事業の実施等

について」により、就労継続支援Ａ型事業所において、平成 29 年７月

18 日以降に雇用される者に係る特定求職者雇用開発助成金のうち、特

定就職困難者コース、発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース及び
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生活保護受給者等雇用開発コースの支給については、当該助成金の申請

を行う就労継続支援Ａ型事業所が障害者総合支援法に基づく、勧告又は

指定の取消し若しくは効力の停止を受けた場合に不支給とする要領の

改正が厚生労働省から各都道府県労働局に通知されている。 

 各都道府県、指定都市、中核市においては、就労継続支援Ａ型事業所

に対し、勧告又は指定の取消し若しくは効力の停止を行った場合は、当

該事業所の名称及び所在地について、その所在地を所管する都道府県労

働局の職業安定部職業対策課に情報提供するようお願いするとともに、

引き続き、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課就労支援

係にも当該事業所に係る情報を提供していただきたい。【関連資料８】 

 

③ 就労継続支援Ｂ型について 

（ア）報酬改定等について 

 平成 30 年４月から就労継続支援Ｂ型に係る報酬については、工賃の

向上を通じた、利用者の地域での自立した日常生活及び社会生活を支援

するため 

・ 利用者に支払う工賃が高いほど、利用者の自立した生活や、生産

活動に労力を要することから、平均工賃月額に応じた７段階の基本

報酬を設定 

・ 就労継続支援Ｂ型事業による支援を経て一般企業への移行者を出

した場合の加算の強化 

等の対応を行った。 

このような改定を行った中で、直近（平成 29 年度）における就労継

続支援Ｂ型事業所利用者の全国平均の工賃月額は 15,603 円、対前年度

比 308 円増（2％増）となっている。平均工賃月額は、平成 20 年度以降、

毎年増加しており、制度創設当初の平成 18 年度から 27.6％上昇してい

る。【関連資料９】 

各事業所や各地方自治体のご尽力により、就労継続支援Ｂ型事業所利

用者の平均工賃はわずかずつ増加してきているが、7.7％の事業所で平

均工賃が５千円を下回っており、その中には、運営基準で定める工賃の

最低水準である３千円を下回っている事業所もある。【関連資料 10】 

就労継続支援Ｂ型事業所は、就労や生産活動の機会の提供、就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行

うものであることから、障害者の能力評価を行った上で、個別支援計画

に位置づけしっかりと就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練

を行うことが必要である。 

なお、平均工賃月額が３千円を下回る事業所については、運営基準を

遵守していないことが明確であることから、重点的に指導を行うととも

に、経営改善に向けた支援もお願いしたい。 

また、指導後も改善の見込みがない場合には、地域活動支援センター
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への移行や、法に基づいた勧告、命令等の措置を講ずることが必要とな

ってくる。 

さらには、そもそも就労継続支援Ｂ型事業の指定の可否を判断する段

階において、平均工賃月額が３千円を上回るような申請内容になってい

るかについて事業計画も提出させた上で確認すべきであることをご認

識いただきたい。 

      また、現在、国における予算事業（モデル事業）において、今年度は、

主に平均工賃月額が１万円未満の事業所において、受託法人からの支援

を受けて、平均工賃月額が倍増になった実支援事例を整理しており、現

在整理している事例の中には、工賃向上とともに利用者のやりがいを高

め、利用率を高めることができた事例などの実事例を経営改善のポイン

トも含め整理している。 

今後、各都道府県、関係団体等に周知する予定であるので、こうした

実事例も参考にしつつ、各地域の実状に即した支援内容を検討し、工賃

向上に実行性ある支援に取り組んでいただくようお願いしたい。【関連

資料 11】 

 

（イ）工賃向上計画を推進するための基本的な指針について 

     障害者が地域で自立した生活を送るための基盤として、就労支援は重

要であり、一般就労を希望する方には、できる限り一般就労していただ

けるように、一般就労が困難である方には、就労継続支援Ｂ型事業所等

での工賃の水準が向上するように、それぞれ支援していくことが大変重

要である。 

     これまでも、工賃向上に資する取組を進めてきたところであるが、平

成 30 年度以降も引き続き工賃向上計画に基づいた取組を推進すること

とする。 

     今回の工賃向上計画を推進するための基本的な指針の一部改正では、

新たに他部局等との連携による障害者の就労機会の創出等を加えてい

る。 

農業や観光業などの地域の基幹産業との連携や、高齢者の見守り・配

食サービスの実施など、障害者が地域の支え手として活躍することを目

指した就労機会の拡大を図ることについては、工賃向上はもとより、共

生社会の実現のためにも重要であり、工賃向上計画策定の段階から関係

部署や関係機関の参画を求め工賃向上計画を策定していただくことを

依頼していたが、引き続き関係部署等の参画も求めつつ、工賃向上に向

けた取組を実施していただきたい。 

【関連資料 12】【関連資料 13】【関連資料 14】 
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（ウ）就労継続支援Ｂ型の質の向上について 

     平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定の議論において、次期報酬

改定に向けて、サービスの質の向上について、引き続き検討、検証を行

うことが求められている。 

現在、「障害者の福祉的就労・日中活動サービスの質の向上のための

研究（平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金）」を実施しているところ

であるが、当該研究を踏まえ、今後、支援の質の向上を図るためのガイ

ドラインや事例集を作成し、各都道府県、関係団体等に周知する予定で

あるのでご承知おき願いたい。 

 

（エ）就労継続支援Ｂ型の利用に係るアセスメント 

（ⅰ）就労アセスメントの実施時期の見直しについて 

当該アセスメントは、約６割の特別支援学校卒業生が卒業後に障害

福祉サービスの利用に至っていること、就労継続支援Ｂ型事業所から

一般就労へ移行する利用者が２％にも満たないことといった現状を

踏まえ、一般就労への移行の可能性も視野に入れた就労継続支援Ｂ型

の利用など、長期的な就労面に関するニーズを把握するために実施す

るものである。 

しかしながら、障害者のこうした可能性を考慮せず、就労継続支援

Ｂ型の利用を前提とした形式的なアセスメントを実施している事例

など、アセスメントの趣旨が理解されていない取扱いがみられるとこ

ろである。 

平成 28 年度に実施した調査結果によれば、アセスメントの対象者

の約７割は特別支援学校在学者であり、そのうち約９割が知的障害の

ある者となっているが、形式的になる理由としては、卒業年次に実施

し、既に就労継続支援Ｂ型の利用が決まっている等が上げられている。 

アセスメントを実施するに当たっては、課題の早期把握や進路の検

討等のため、自治体によっては、卒業年次の前の年次に実施し、卒業

年次には実際に想定する進路を念頭に置き実習を実施し、適切な進路

選択に効果を上げているところもあり、各自治体におかれては、形式

的にならないよう、卒業年次の前の年次（高等部１～２年次）に実施

することを推進していただきたい。 

 

 （ⅱ）アセスメント実施機関の拡大について 

平成 28 年度まで、就労アセスメント実施機関は、就労移行支援事

業所及び障害者就業・生活支援センターとしていたが、アセスメント

を必要とする対象者が多い自治体があること、就労移行支援事業所や

障害者就業・生活支援センターがない障害保健福祉圏域もあることか

ら、今年度から実施機関の拡大を図った。 

これにより、自治体が認める就労支援機関（自治体設置の障害者就
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労支援センター等や一般就労を支援する障害者職業能力開発助成金

による能力開発訓練事業を行う機関）において、就労アセスメントを

行える体制が整っている場合は、就労アセスメント実施機関とするこ

とができることとしたので、実施機関の拡大が必要な場合は、当該機

関に就労アセスメントの趣旨を依頼し、実施が可能となるよう調整を

お願いしたい。 

また、併せて、特別支援学校高等部在学中に、一般企業や就労移行

支援事業所における実習が行われ、本人、保護者、自治体や相談支援

事業所にアセスメント結果が提供された場合、アセスメントを受けた

とみなすことができることとしたので、特別支援学校、相談支援事業

所、就労移行支援事業所等関係機関との連携を引き続きお願いしたい。 

 

④ 就労定着支援について 

    平成 28 年の障害者総合支援法の改正により、平成 30 年４月より就労定

着支援が新たなサービスとして開始されている。このサービスは、就労移

行支援、就労継続支援、生活介護、自立訓練を経て一般就労した障害者に

対し、最大で３年間、それまでの支援を行っていたなじみの関係の中で引

き続き就労定着の支援を実施するものである。 

    就労定着支援の報酬体系についても、他の就労系サービスと同様実績に

応じてメリハリをつけることとしており、支援を行ってから現に就労定着

している障害者の割合を用いている。 

    就労定着支援に関しては、国保連データによると、平成 30年 10月現在、

事業所数としては 561 事業所、利用者数としては 3,495 人となっていると

ころであるが、就労移行支援事業所が 3,303 事業所（平成 30 年 10 月現在）

であることも踏まえれば、全ての就労移行支援事業所において実施できる

体制が整っていないと考えられる。職場定着をより一層推進していくため

には、一般就労の訓練の段階から携わっていた職員による定着支援がより

効果的であるとのご意見もあることから、できる限り全ての就労移行支援

事業所において取り組んでいただくよう都道府県等においても働きかけ

ていただきたい（再掲）。 

    改めて、障害者就労において、一般就労後の職場定着が重要であること

は論をまたないところである。一般就労への移行の促進と就労定着支援の

体制整備は地域において両輪で進めていかなくてはならない課題であり、

仮に、就労定着支援の体制整備が十分に進まない地域があるとすれば、自

立支援協議会等において地域の関係者と早急にこの課題を共有するなど、

地域をあげた対応をお願いしたい。 

 

⑤ 在宅においてサービスを利用する場合の取扱い 

    ＩＣＴを活用して在宅勤務するテレワークが普及してきており、テレワ

ークの活用は、障害者の就労の可能性を広げる選択肢の１つとなりうるも
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のであることから、今般、在宅での就労に向けた支援や、様々な要因によ

り通所による利用が困難な障害者に対する一般就労に向けた支援を行っ

ていくため、平成 27 年度から就労移行支援においても在宅による利用を

認めているところである。 

    平成 30 年度からは、離島等に居住している在宅利用者に対しては、以

下を満たす場合には、基本報酬の算定を可能とすることとしている。 

 

（離島等に居住している利用者に対する在宅利用時の要件緩和） 

 ・ 事業所職員による訪問、在宅利用者による通所又は電話・パソコン

等のＩＣＴ機器の活用により、評価等を 1 週間につき１回は行うこと。 

・ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業

所職員による訪問又は在宅利用者による通所により、在宅利用者の居

宅又は事業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。 

（注）離島等とは次のいずれかの地域とする。 

一 離島振興法(昭和二十八年法律第七十二号)第二条第一項の規定に

より指定された離島振興対策実施地域 

二 奄美群島振興開発特別措置法(昭和二十九年法律第百八十九号)第

一条に規定する奄美群島 

三 豪雪地帯対策特別措置法(昭和三十七年法律第七十三号)第二条第

二項の規定により指定された特別豪雪地帯 

四 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に

関する法律(昭和三十七年法律第八十八号)第二条第一項に規定する

辺地 

五 山村振興法(昭和四十年法律第六十四号)第七条第一項の規定によ

り指定された振興山村 

六 小笠原諸島振興開発特別措置法(昭和四十四年法律第七十九号)第

四条第一項に規定する小笠原諸島 

七 半島振興法(昭和六十年法律第六十三号)第二条第一項の規定によ

り指定された半島振興対策実施地域 

八 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促

進に関する法律(平成五年法律第七十二号)第二条第一項に規定する

特定農山村地域 

九 過疎地域自立促進特別措置法(平成十二年法律第十五号)第二条第

一項に規定する過疎地域 

十 沖縄振興特別措置法(平成十四年法律第十四号)第三条第三号に規

定する離島 

 

    また、自治体によっては以下のような場合においても、在宅での就労移

行支援の利用を認め、在宅雇用につなげている事例もあるので、一億総活

躍社会の実現のためにも、柔軟な対応をお願いしたい。【関連資料 15】 
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   （通所の困難性があるとして在宅での利用を支給決定した事例） 

    ・ 就労先を求め何度もハローワークを訪れ、就労受け入れ可能なとこ

ろを探したが、車いす使用のため、通勤可能な場所での受け入れ企業

が見つからず就労をあきらめかけていたが、在宅で就労が出来る事を

知り、本人の強い就労意欲もあり在宅での就労移行支援の利用が認め

られた 

    ・ 居住地の通勤圏内において、障害者枠での求人を探したが求人企業

がなく、在宅での就労移行支援を行っている事業所へ相談。当事業所

において管轄内のハローワークで求人企業を検索したがなし。しかし

ながら、当事者の就労意欲やご家族の就労についての願いが強かった

ため、通勤圏外企業への在宅雇用の可能性を市町村担当者へ状況説明

した結果、在宅での就労移行支援の利用が認められた 

 

   （参考ＵＲＬ：在宅における就労移行支援事業ハンドブック） 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengok

yokushougaihokenfukushibu/0000084414.pdf 

 

 

（２）障害者の就労支援に係る予算について 

   障害者の就労支援に係る予算事業（工賃向上計画支援等事業、障害者就

業・生活支援センター事業、就労移行等連携調整事業）については、平成

29 年度から地域生活支援事業費等補助金のうち、国として促進すべき事業

として「地域生活支援促進事業」に位置づけた上で実施している。 

特に、来年度については、基本事業において、新たに販路拡大のための

商談会等を実施することをメニューに加えるとともに、特に就労継続支援

Ａ型における経営改善支援について全都道府県で取り組めるように予算を

確保している。 

   また、平成 31 年度においも工賃向上計画支援等事業の特別事業として、

以下の①から③を実施することとしているので、引き続き活用を検討してい

ただきたい。【関連資料 16】 

   さらに、事業実施に当たっては、その効果検証についても併せて実施し、

各都道府県においても事業内容の不断の改善等に努めていただきたい。なお、

特に工賃向上計画支援等事業については、国でも各都道府県における事業効

果を把握することとしているのでご協力をお願いしたい。 

 

① 農福連携の推進について 

農福連携については、農業分野での障害者の就労を支援し、就労継続

支援Ｂ型事業所等における工賃水準の向上を図るだけでなく、農業の支

え手の拡大にもつながるものである。 
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このため、厚生労働省では農林水産省とも連携し、国主催で農福連携

マルシェやセミナー等を実施してきたところであるが、平成 28 年度から

は、地域で取り組むことがより効果的であることから、工賃向上計画支

援事業の特別事業として「農福連携による就農促進プロジェクト」とし

て、都道府県が事業を実施できるようにしている。 

当該事業は、農業に関するノウハウを有していない就労継続支援Ｂ型

事業所等に対し、農業技術に係る指導・助言や６次産業化に向けた支援

を実施するための専門家の派遣等に係る経費や、農業に取り組む障害者

就労施設による農福連携マルシェの開催等に係る経費に対して補助する

ものであり、補助率は 10／10 となっている。 

平成 30 年度は、42 道府県において当該事業を活用していただいている

が、ニッポン一億総活躍プランや働き方改革実現会議決定で掲げられて

いる「農福連携」をより一層推進していくため、平成 31 年度においては、

平成 30 年度に実施していない都道府県においても積極的に活用していた

だくとともに、常に障害者の工賃・賃金の向上を意識した取組を実施し

ていただきたい。 

なお、厚生労働省と農林水産省では、福祉目的で農作業に取り組む際

に活用できる主な支援策を紹介するパンフレット「福祉分野に農作業を

～支援制度などのご案内～（第六版）」を作成しており、この中には、農

業分野における障害者就労に関する各種情報等を記載するなど、今後、

農業分野への参入を考えている障害福祉関係者にとって参考となること

から、管内の市区町村及び障害者就労施設等に対し広く周知願いたい。 

   【関連資料 17】 

 

  （参考ＵＲＬ：福祉分野に農作業を～支援制度などのご案内～） 

   http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/attach/pdf/kourei-4.pdf 

 

② 共同受注窓口による情報提供体制の構築等について 

平成 28 年度から工賃向上計画支援等事業の特別事業において、共同受

注窓口において自治体、障害者関係団体、障害者就労施設、企業等によ

る協議会を設置することにより、障害者就労施設が提供する物品等の情

報提供体制の整備や、新たな官公需や民需の創出を図る取組等に対し、

補助率 10／10 で実施可能としているので、積極的に活用いただきたい。 

 

③ 在宅就業の支援体制の構築に向けたモデル事業について 

    仕事をする意欲と能力はあるものの、就労時間や移動に制約があるなど

の事情で一般就労や施設利用が困難な障害者もいることから、在宅障害者

に対するＩＣＴを活用した就業支援体制を構築するモデル事業を実施し、

在宅障害者が能力等に応じて活躍できる支援体制を構築するために、平成

29 年度から工賃向上計画支援事業の特別事業として実施している。 
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    当該事業においては、地域の実情に応じ、以下のことに取り組んでいた

だき、地域での在宅就業の支援体制を構築していただきたいと考えている

ので、都道府県の積極的な活用をお願いしたい。 

・在宅就業を希望する障害者に対するＩＣＴ技術等のスキルアップ支援 

・在宅就業の障害者に対する仕事の発注促進など企業への普及・啓発 

・発注企業の開拓・企業に対する発注への相談支援 

・企業が安心して在宅就業の障害者に仕事を発注できる体制の構築 

（在宅就業の障害者と企業から発注された仕事のマッチング） 

・在宅就業の障害者が発注した仕事を支援する体制の構築 等 

    また、こうした取組を行うに当たっては、検討会を開催するとともに、

在宅障害者の実態やニーズ調査等を十分に行った上で事業に取り組んで

いただくことが望ましい。 

 

④ 就労移行等連携調整事業の活用について 

    障害者が地域において、あらゆる活動に参加できる共生社会を実現する

ためには、障害者が自らの能力を最大限発揮し、自己実現できるよう支援

することが必要であり、働くことを希望する障害者が、一般企業や就労継

続支援事業所など、それぞれの能力に応じた働く場に円滑に移行できるよ

う支援することが重要である。 

このため、特別支援学校の卒業生や就労継続支援事業の利用者等に対

し、就労面に係るアセスメントを実施するとともに、相談支援事業所や

就労系障害福祉サービス事業所等の様々な支援機関との連携のためのコ

ーディネートを行い、障害者の能力に応じた就労の場への移行を支援す

るための就労移行等連携調整事業を平成 27 年度から実施しているので、

各都道府県においては引き続き活用を検討していただきたい。 

   【関連資料 18】 
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